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公布された規則のあらまし

◇鳥取県事務処理権限規則の一部改正について

１ 規則の改正理由

県の行政組織の見直しに伴い所要の規定の整備を行うとともに、規則の簡素化を図るため、個別の専決事項

等は、知事が別に定めることとする等所要の改正を行う。

２ 規則の概要

(１) 原子力安全対策室の新設その他の組織改正に伴い、所要の規定の整備を行う。

(２) 個別の専決事項及び委任決裁事項は、知事が別に定めることができることとする。

(３) その他所要の規定の整備を行う。

(４) 施行期日等

ア 施行期日は、平成24年４月１日とする。

イ 関係する規則について、所要の改正を行う。
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規 則

鳥取県事務処理権限規則の一部を改正する規則をここに公布する。

平成24年３月30日

鳥取県知事 平 井 伸 治

鳥取県規則第42号

鳥取県事務処理権限規則の一部を改正する規則

第１条 鳥取県事務処理権限規則（平成８年鳥取県規則第32号）の一部を次のように改正する。

改 正 後 改 正 前

（定義） （定義）

第２条 この規則において、次の各号に掲げる用語の 第２条 この規則において、次の各号に掲げる用語の

意義は、それぞれ当該各号に定めるところによる。 意義は、それぞれ当該各号に定めるところによる。

(１)～(３) 略 (１)～(３) 略

(４) 委任決裁 知事の権限に属する事務の一部の (４) 委任決裁 第６条の規定による知事の権限に

委任を受けて、常時知事に代わって自己の名にお 属する事務の一部の委任を受けて、常時知事に代

いて決裁することをいう。 わって自己の名において決裁することをいう。

(５)～(11) 略 (５)～(11) 略

(12) 総室内室長 組織規則第６条の表の第３欄に (12) 総室内室長 組織規則第６条の表課及び総室

掲げる総室内室の長をいう。 内室の欄に掲げる経営支援室、通商物流室、人材

育成確保室、労働政策室、雇用就業支援室、企業

立地推進室、新事業開拓室、次世代環境産業室、

産学金官連携室、林政企画室、県産材・林産物需

要拡大室、森林づくり推進室及び全国植樹祭準備

室の長をいう。

(13) 課内室長 組織規則第６条の表の第４欄に掲 (13) 課内室長 組織規則第６条の表内部組織の欄

げる原子力安全対策室、市町村税制支援室、給与 に掲げる市町村税制支援室、給与室、まんが王国

室、山陰海岸世界ジオパーク推進室、法人施設指 とっとり推進室、山陰海岸世界ジオパーク推進

導室、自立支援室、地域支え愛推進室、がん・生 室、福祉指導支援室、自立支援室、地域支え愛推

活習慣病対策室、感染症・新型インフルエンザ対 進室、がん・生活習慣病対策室、感染症・新型イ

策室、医療人材確保室、エネルギーシフト戦略 ンフルエンザ対策室、医療人材確保室、グリーン

室、水環境保全室、全国都市緑化フェア室、企画 ニューディール推進室、水環境保全室、企画調整

調整室、農村整備室、水産振興室、用地室及び高 室、農村整備室、水産振興室、用地室及び高速道

速道路推進室の長をいう。 路推進室の長をいう。

(14) 会計担当職員 組織規則第16条第７項第３号 (14) 会計担当職員 組織規則第16条第７項に規定

に規定する課長補佐（これに相当する職の職員を する課長補佐（これに相当する職の職員を含

含む。）のうち当該課の長があらかじめ定めた職 む。）のうち当該課の長があらかじめ定めた職員

員をいう。ただし、課長補佐を置かない場合にあ をいう。ただし、課長補佐を置かない場合にあっ

っては、当該課の長があらかじめ定めた上席の職 ては、当該課の長があらかじめ定めた上席の職員

員をいう。 をいう。
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(15)及び(16) 略 (15)及び(16) 略

(17) 局長 組織規則第５条第２項の規定により置 (17) 局長又は課長 それぞれ組織規則第16条第６

かれる部内局の長並びに組織規則第６条の表の第 項の規定により置かれる部内局又は課の長をい

３欄に掲げる経済通商総室、雇用人材総室、産業 う。

振興総室及び森林・林業総室の長（以下「総室

長」という。）をいう。

(18) 課長 組織規則第６条の表の第３欄に掲げる

課の長（総室長を除く。）、総室内室長及び組織

規則第16条第７項第２号に規定する副官房長をい

う。

(19) 略 (18) 略

(20) 総合事務所内局長 組織規則第22条の表の第 (19) 総合事務所内局長 組織規則第156条第４項

２欄に掲げる局等の長をいう。 の規定により置かれる組織規則第22条の表の第２

欄に掲げる局の長をいう。

（知事の決裁事項） （知事の決裁事項）

第３条 知事の決裁事項は、別表第１の事務処理権限 第３条 知事の決裁事項は、別表第１から別表第３ま

の区分の知事の欄に○印により定めるとおりとす での事務処理権限の区分の知事の欄に○印により定

る。 めるとおりとする。

（専決事項） （専決事項）

第４条 部長、課長及び会計担当職員並びに地方機関 第４条 部長、課長及び会計担当職員並びに地方機関

の長の専決事項は、それぞれ、別表第１の事務処理 の長の共通の専決事項は、それぞれ、別表第１の事

権限の区分の専決権者の欄に○印により定めるとお 務処理権限の区分の専決権者の欄に○印により定め

りとする。ただし、総室内室長にあっては、同表の るとおりとする。ただし、部長の専決事項のうち局

二の６の(三)、四の１の(一)の(３)及び(二)の(２) 長が処理することが適当である事項については、そ

のイ並びに五の９の(三)に掲げる事項を除く。 れぞれ同表の該当する部長の専決事項を局長の専決

事項とみなす。

２ 前項の場合において、経済通商総室、雇用人材総

室、産業振興総室及び森林・林業総室（以下「各総

室」という。）にあっては、局長の専決事項を各総

室の長（以下「総室長」という。）の専決事項と、

課長の専決事項（別表第１の二６(三)、四１(三)及

び五９(三)に掲げる事項を除く。）を総室内室長の

専決事項とみなす。

３ 部長及び課長の個別の専決事項は、次項に定める

もののほか、それぞれ、別表第２の事務処理権限の

区分の専決権者の欄に○印により定めるとおりとす

る。

４ 行財政改革局、人権局、地域づくり支援局、子育

て王国推進局、健康医療局、くらしの安心局、経済

通商総室、雇用人材総室、産業振興総室、市場開拓

局、森林・林業総室、農林総合研究所及び水産振興

局の事務に係る部長、局長及び課長の個別の専決事

項は、それぞれ、別表第３の事務処理権限の区分の
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専決権者の欄に○印により定めるとおりとする。こ

の場合において、各総室にあっては、局長の専決事

項を総室長の専決事項と、課長の専決事項を総室内

室長の専決事項とみなす。

２ 前項の規定にかかわらず、部長の専決事項のうち ５ 前各項の規定にかかわらず、部長又は局長の専決

部局間の調整を必要とする重要事項その他統轄監が 事項のうち部局間の調整を必要とする重要事項その

処理することが適当である事項は、統轄監の専決事 他統轄監が処理することが適当である事項は、統轄

項とする。 監の専決事項とする。

３ 第１項の規定にかかわらず、部長は、部長の専決 ６ 前各項の規定にかかわらず、知事は、別表第１か

事項のうち局長が処理することが適当である事項に ら別表第３までに掲げる事項のうち特に必要がある

ついて、局長に専決させることができる。 と認める事項について、下位の職員に専決させるこ

とができる。

４ 第１項の規定にかかわらず、課長は、課長の専決 ７ 前各項の規定にかかわらず、課長は、別表第１か

事項のうち課内室長が処理することが適当である事 ら別表第３までに掲げる事項（課長に係るものに限

項について、課内室長に専決させることができる。 る。）のうち特に必要があると認める事項につい

て、課内室長に専決させることができる。

５ 前項の規定により課内室長に事務を専決させるこ ８ 前項の規定により課長が事務を専決させることと

ととした課長は、速やかに内容を部長に報告するも した場合は、速やかに内容を知事に報告するものと

のとする。 する。

９ 地方機関の長の個別の専決事項は、別表第２又は

別表第３の事務処理権限の区分の専決権者の欄に○

印により定めるとおりとする。この場合において、

当該事項に係る専決権者は、これらの表の地方機関

の長の名称の欄に掲げる者とする。

６ 第１項の規定にかかわらず、総合事務所長の専決 10 第１項の規定にかかわらず、総合事務所長は、同

事項のうち別表第１の一の５の(一)の(３)のイに掲 項の共通の専決事項のうち、別表第１の一５(一)

げる事項は、総合事務所内局長の専決事項とする。 (３)イに掲げる事項について、総合事務所内局長に

専決させることができる。

11 総合事務所長は、前項の規定により総合事務所内

局長に専決させることとしたときは、その内容を速

やかに知事に報告するものとする。

（専決事項が重複している場合の措置）

第５条 別表第１に掲げる専決事項と別表第２又は別

表第３に掲げる専決事項とが重複する場合には、重

複する限度において別表第２又は別表第３によるも

のとする。

第５条 前条に規定するもののほか、知事は、部長、

局長及び課長並びに地方機関の長の個別の専決事項

を定めることができる。

（委任決裁事項） （委任決裁事項）

第６条 知事は、別表第１及び別表第２の事務処理権 第６条 知事は、別表第１から別表第３までの事務処

限の区分の委任決裁権者の欄に○印により定めると 理権限の区分の委任決裁権者の欄に○印により定め
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ころにより、その権限に属する事務の一部を当該○ るところにより、その権限に属する事務の一部を当

印を付けた者に委任する。ただし、総室内室長にあ 該○印を付けた者に委任する。この場合において、

っては、別表第１の三の９、10及び16の(二)並びに 地方機関にあっては、当該事務に係る委任決裁権者

七の１の(一)の(３)のロに掲げる事項を除く。 は、これらの表の地方機関の長の名称の欄に掲げる

者とする。

２ 前項の場合において、各総室にあっては、局長の

委任決裁事項を総室長の委任決裁事項と、課長の委

任決裁事項（別表第１の三の９、10及び16(二)並び

に七１(一)(３)ロに掲げる事項を除く。)を総室内

室長の委任決裁事項とみなす。

２ 前項に規定するもののほか、知事は、地方機関の

所管に属する事務については、知事が別に定める事

項を除き、当該地方機関の長に委任する。

３ 前２項の規定にかかわらず、正当決裁権者は、別

表第１から別表第３までに掲げる事項（知事並びに

部長、局長及び課長に係るものに限る。）のうち特

に必要があると認める事項について、正当決裁権者

があらかじめ定める職員に正当決裁権者の名におい

て決裁させることができる。

４ 前項の規定により部長、局長及び課長が事務を正

当決裁権者の名において決裁させることとしたとき

は、その内容を速やかに知事に報告するものとす

る。

３ 前２項に規定するもののほか、知事は、公文書に ５ 前各項の規定にかかわらず、知事は、別表第１に

関する事務のうち特に軽易なもの及び日本一の鳥取 掲げる事項（公文書に関する事務に限る。）のうち

砂丘を守り育てる条例（平成20年鳥取県条例第64 特に軽易なものについては、正当決裁権者があらか

号）に基づく事務のうち別に規則で定めるものを、 じめ定める職員に委任する。

別に定める職員に委任する。

６ 前各項の規定にかかわらず、工事検査に係る事務

は、別表第４の種類の欄に掲げる種類ごとに委任決

裁権限の区分の委任決裁権者の欄に○印により定め

る者の個別の委任決裁事項とする。

７ 前各項の規定にかかわらず、日本一の鳥取砂丘を

守り育てる条例（平成20年鳥取県条例第64号）に基

づく知事の権限に属する事務の一部は、別に規則で

定めるところにより砂丘事務所の職員に委任する。

第７条 前条に規定するもののほか、知事は、部長、

局長及び課長並びに地方機関の長の個別の委任決裁

事項を定めることができる。

（委任決裁の留保） （委任決裁の留保）

第８条 略 第７条 略

（委任決裁事項が重複している場合の措置）
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第８条 別表第１に掲げる委任決裁事項と別表第２又

は別表第３に掲げる委任決裁事項とが重複する場合

には、重複する限度において別表第２又は別表第３

によるものとする。

（代決） （代決）

第９条 略 第９条 略

２ 略 ２ 略

３ 第１項の場合において、各総室に係る決裁事項に

ついては、同項の表本庁の項中「局長」とあるのは

「総室長」と、「主務局長」とあるのは「主務総室

長」と、「課長」とあるのは「総室内室長」と、

「主務課長」とあるのは「主務総室内室長」とす

る。

３ 略 ４ 略

（類推による専決） （類推による専決）

第11条 別表第１及び別表第２に掲げられていない事 第11条 別表第１から別表第４までに掲げられていな

項については、当該事項の内容により専決すること い事項については、当該事項の内容により専決する

が必要であり、かつ、適当であると認められる場合 ことが必要であり、かつ、適当であると認められる

には、これらの表に掲げられている事項から類推し 場合には、これらの表に掲げられている事項から類

て専決することができる。 推して専決することができる。

別表第１（第３条、第４条、第６条、第11条関係） 別表第１（第３条、第４条、第５条、第６条、第８

条、第11条関係）

一般の事務に係る事務処理権限 共通事項に係る事務処理権限

事 項 事 務 処 理 権 限 の 区 分 事 項 事 務 処 理 権 限 の 区 分

専 決 権 者 委任決裁権者 専 決 権 者 委任決裁権者

種 類 内 容 知事 会計地方機 地方機 種 類 内 容 知事 会計地方機 地方機

部長 課長担当 副知事 部長 局長 課長 部長 課長担当 副知事 部長 局長 課長

職員関の長 関の長 職員関の長 関の長

一 公文 略 一 公文 略

書に関 書に関

する事５ 通達、申請、進 する事５ 通達、申請、進

務 達、副申、通知、照 務 達、副申、通知、照

会、回答、報告、届 会、回答、報告、依

出、依頼、協議（二 頼、送付又は督促

の９に掲げる協議を

除く。）、送付又は

督促

(一)及び(二) 略 (一)及び(二) 略

略 略

二 事務 略 二 事務 略

管理及 管理及

び庶務７ 職員以外の者に対 び庶務７ 職員以外の者に対

に関す する外国旅行の依頼 に関す する外国旅行の依頼

る事務 る事務 (一) 特に重要なも ○

の

(二) 重要なもの ○

(一) 総合事務所長 ○

に委任された事務

に係るもの

(二) (一)以外のも

の

(１) 特に重要な ○

もの
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(２) 重要なもの ○

略 略

三 組織 略 三 組織 略

及び人 及び人

事管理２ 外国旅行の旅行命 事管理２ 外国旅行の旅行命

に関す 令及びその復命の受 に関す 令及びその復命の受

る事務 理 る事務 理

(一) 副知事、部長 ○ (一) 副知事、部長 ○

等（統轄監、部長 等（統轄監、部長

若しくはこれに相 若しくはこれに相

当する職の職員又 当する職の職員又

は会計管理者をい は会計管理者をい

う。以下三におい う。以下三におい

て同じ。）又は総 て同じ。）又は総

合事務所長に係る 合事務所長に係る

もの もの

(二) 総合事務所の ○

職員に係るもの

(三) (一)及び(二) ○ (二) (一)以外の職 ○

以外の職員に係る 員に係るもの

もの

略 略

四 指導１ 許可、認可、免 四 指導１ 許可、認可、免

監督に 許、承認、指定、命 監督に 許、承認、指定、命

関する 令、裁決、決定、取 関する 令、裁決、決定、取

事務 消しその他の行政処 事務 消しその他の行政処

分 分

(一) 特に重要なも ○

の

(二) 重要なもの ○

(三) 軽易なもの ○

(一) 知事の名にお

いて処理すること

が適当であるもの

(１) 特に重要な ○

もの

(２) 重要なもの ○

(３) 軽易なもの ○

(二) (一)以外のも

の

(１) 地方機関の ○

長に委任された

事務に係るもの

(２) (１)以外の

もの

ア 重要なもの ○

イ 軽易なもの ○

２ 検査及び調査、報 ２ 検査、調査、報告

告、届出及び申請の の受理、資料の提出

受理、資料の提出の の要求、措置命令そ

要求並びに措置命令 の他の監督

その他の監督

(一) 重要なもの ○

(二) 軽易なもの ○

(一) 地方機関の長 ○

に委任された事務

に係るもの

(二) (一)以外のも

の

(１) 重要なもの ○

(２) 軽易なもの ○

３ 許可証、免許証、 ３ 許可証、免許証、 ○

登録証、検査証、合 登録証、検査証、合

格証、鑑札等の交付 格証、鑑札等の交付

並びに書換交付及び 並びに書換交付及び

再交付 再交付

(一) 知事の名にお ○

いて処理すること

が適当であるもの

(二) (一)以外のも

の

(１) 地方機関の ○

長に委任された

事務に係るもの

(２) (１)以外の ○

事務に係るもの

略 略
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略 略

備考 改正部分は、下線の部分である。

第２条 鳥取県事務処理権限規則の一部を次のように改正する。

別表第２及び別表第３を削り、別表第４を別表第２とする。

附 則

（施行期日）

１ この規則は、平成24年４月１日から施行する。

（鳥取県特定非営利活動促進法施行細則等の一部改正）

２ 次に掲げる規定中「第６条第１項の」を「第６条又は第７条の」に改める。

(１) 鳥取県特定非営利活動促進法施行細則（平成10年鳥取県規則第44号）第７条第３項第３号エ

(２) 鳥取県公報発行規則（平成５年鳥取県規則第20号）第２条第５号

(３) 鳥取県地方独立行政法人の業務運営並びに財務及び会計に関する規則（平成18年鳥取県規則第89号）第

３条第１項、第５条第２項及び第17条

(４) 鳥取県統計調査条例施行規則（平成12年鳥取県規則第20号）第27条

(５) 鳥取県精神保健及び精神障害者福祉に関する法律施行細則（昭和49年鳥取県規則第31号）第４条第１項

及び第14条

(６) 鳥取県社会福祉施設入所措置費等徴収規則（昭和62年鳥取県規則第25号）第２条第８項

(７) 鳥取県児童福祉法施行細則（平成３年鳥取県規則第20号）第９条第２項、第９条の２第１項、第21条第

２項及び第31条

(８) 鳥取県小児慢性特定疾患治療研究事業医療給付措置費負担命令規則（平成17年鳥取県規則第29号）第２

条第７号

(９) 保健所の使用料及び手数料の減免に関する規則（昭和44年鳥取県規則第21号）第２条

(10) 鳥取県看護職員修学資金等貸付規則（昭和37年鳥取県規則第69号）第４条第３項

(11) 鳥取県立鳥取看護専門学校学則（昭和52年鳥取県規則第13号）第５条第１項第３号

(12) 鳥取県立倉吉総合看護専門学校学則（昭和52年鳥取県規則第14号）第５条第１項第３号

(13) 鳥取県立歯科衛生専門学校学則（昭和57年鳥取県規則第20号）第５条第１項第３号

(14) 鳥取県医師養成確保奨学金貸付規則（平成17年鳥取県規則第119号）第１条

(15) 鳥取県臨時特例医師確保対策奨学金貸付規則（平成21年鳥取県規則第91号）第１条

(16) 鳥取県薬事法施行細則（昭和37年鳥取県規則第18号）第２条第１項第３号

(17) 廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行細則（昭和58年鳥取県規則第18号）第１条の６

(18) 鳥取県産業廃棄物処理施設設置促進条例施行規則（平成20年鳥取県規則第78号）第３条第２項第５号

(19) 鳥取県景観形成規則（平成19年鳥取県規則第７号）第８条

(20) 鳥取県食品衛生法施行細則（昭和49年鳥取県規則第52号）第７条及び別表第２の３の(９)

(21) 鳥取県温泉法施行細則（昭和62年鳥取県規則第24号）第６条

(22) 鳥取県ふぐの取扱い等に関する条例施行規則（平成16年鳥取県規則第78号）第19条

(23) 鳥取県立消費生活センター管理規則（昭和46年鳥取県規則第18号）第３条第２項

(24) 鳥取県宅地建物取引業法施行細則（昭和40年鳥取県規則第34号）第３条

(25) 鳥取県建築基準法施行細則（昭和48年鳥取県規則第34号）第９条第１項

(26) 土地譲渡益重課税制度及び長期譲渡所得課税の特例制度に係る優良宅地の認定に関する規則（昭和49年

鳥取県規則第60号）第２条第１項

(27) 土地譲渡益重課税制度及び長期譲渡所得課税の特例制度に係る優良住宅の認定に関する規則（昭和49年

鳥取県規則第61号）第２条第１項

(28) 鳥取県中小企業高度化資金等貸付規則（昭和63年鳥取県規則第31号）第４条及び第13条第１項
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(29) 鳥取県訓練手当支給規則（昭和42年鳥取県規則第11号）第４条第３項

(30) 鳥取県立高等技術専門校規則（昭和45年鳥取県規則第６号）第２条第２項及び第４条第１項第６号

(31) 鳥取県農業近代化資金利子補給規則（昭和37年鳥取県規則第２号）第３条第１項

(32) 国営土地改良事業特別徴収金徴収条例施行規則（平成19年鳥取県規則第６号）第２条

(33) 森林組合検査規則（平成８年鳥取県規則第51号）第１条

(34) 鳥取県立農業大学校管理規則（昭和59年鳥取県規則第12号）第５条第１項第３号

(35) 鳥取県しっかり守る農林基盤交付金交付規則（平成21年鳥取県規則第23号）第４条第３項

(36) 鳥取県漁船法施行細則（昭和26年鳥取県規則第30号）第６条第１項

(37) 水産業協同組合検査規則（昭和27年鳥取県規則第77号）第１条

(38) 主要農作物種子法施行細則（昭和27年鳥取県規則第87号）第２条第１項

(39) 鳥取県営境港水産物地方卸売市場の設置等に関する条例施行規則（昭和57年鳥取県規則第23号）第６条

(40) 鳥取県採石条例施行規則（平成16年鳥取県規則第19号）第５条第１項

(41) 鳥取県営鳥取空港管理規則（昭和42年鳥取県規則第37号）第１条の２

（鳥取県建設工事執行規則等の一部改正）

３ 次に掲げる規定中「第６条第１項又は第６項」を「第６条又は第７条」に改める。

(１) 鳥取県建設工事執行規則（昭和48年鳥取県規則第66号）第４条

(２) 鳥取県建設工事等の入札制度に関する規則（平成19年鳥取県規則第76号）第４条

（鳥取県会計規則の一部改正）

４ 鳥取県会計規則（昭和39年鳥取県規則第11号）の一部を次のように改正する。

第２条第４号中「第６条第１項」を「第６条又は第７条」に改める。

附則第２項を次のように改める。

２ 当分の間、第２条第３号及び別表第１の規定にかかわらず、次の表の左欄に掲げる所属を出納機関とみな

し、この規則の規定を適用する。この場合において、第５条第２項の規定による出納員には、同表の右欄の

職にある者をもって充てる。

総務部東京本部 総務部東京本部の副本部長

総務部関西本部 鳥取県関西本部観光・情報発信チームのチーム長

総務部行財政改革局職員人材開発センター 総務部行財政改革局職員人材開発センターの課長補佐

生活環境部衛生環境研究所 生活環境部衛生環境研究所の総務課長

生活環境部くらしの安心局消費生活センター 生活環境部くらしの安心局消費生活センターの次長

農林水産部農業大学校 農林水産部農業大学校の総務課長

農林水産部農林総合研究所 農林水産部農林総合研究所企画総務部総務担当の主幹、

農業試験場作物研究室、園芸試験場果樹研究室、園芸試

験場野菜研究室、園芸試験場花き研究室、園芸試験場環

境研究室及び園芸試験場生物工学研究室の室長、園芸試

験場砂丘地農業研究センターの所長、園芸試験場弓浜砂

丘地分場の分場長、園芸試験場河原試験地及び園芸試験

場日南試験地の試験地長、畜産試験場肉用牛研究室、畜

産試験場育種改良研究室、畜産試験場酪農・飼料研究

室、中小家畜試験場養豚研究室及び中小家畜試験場環境

・養鶏研究室の室長

附則第３項から附則第８項までを削る。

別表第１の２中「から第７項まで」を削る。

（鳥取県物品事務取扱規則の一部改正）

５ 鳥取県物品事務取扱規則（昭和39年鳥取県規則第12号）の一部を次のように改正する。

第７条第１項中「から第８項まで」を削る。
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（鳥取県会計管理者等事務決裁規則の一部改正）

６ 鳥取県会計管理者等事務決裁規則（平成21年鳥取県規則第25号）の一部を次のように改正する。

第２条第13号中「から第８項まで」を削る。

第３条第４項中「（同規則別表第１に掲げる事務に関する部分に限る。）」を削り、「同条第１項ただし

書」を「同条第３項」に、「同表」を「同規則別表第１」に改める。


